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招集ご通知

証券コード　7064
（発送日）2024年４月８日

（電子提供措置開始日）2024年４月３日
株　主　各　位

東京都港区赤坂一丁目12番32号
ア ー ク 森 ビ ル 3 2 階
株 式 会 社 ハ ウ テ レ ビ ジ ョ ン
代表取締役社長 音 成 　 洋 介

第14回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第14回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアク
セスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　当社ウェブサイト　　https://howtelevision.co.jp/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR・投資家情報」「IRライブラリー」「株主総会」を
順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載して
おりますので、以下よりご確認ください。

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ハウテレビジョン」又は「コード」
に当社証券コード「7064」を入力・検索し、「基本情報」『縦覧書類/PR情報』を順に選択して、「縦覧書
類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　書面又はインターネットにより議決権を行使いただく場合は、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のう
え、2024年４月23日（火曜日）午後７時までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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招集ご通知

１．日 時 2024年４月24日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都港区赤坂一丁目12番32号
アーク森ビル32階　本社会議室（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
　 報 告 事 項 第14期（2023年２月１日から2024年１月31日まで）事業報告及び計算書類報告の件
　 決 議 事 項
　第１号議案
　第２号議案

取締役４名選任の件
資本金の額の減少の件

４．議決権行使についてのご案内
（１）書面による議決権行使の場合

　議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2024年４月23日（火曜日）午後７時までに到着する
ようご返送ください。
　議決権行使書面において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示があったものと
して取り扱わせていただきます。

（２）インターネットによる議決権行使の場合
　次ページに記載されております「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認いただき、
議決権行使ウェブサイトへアクセスのうえ、2024年４月23日（火曜日）午後７時までに賛否をご入
力ください。

※　書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効
なものとしてお取扱いいたします。

※　インターネットによって複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお
取扱いいたします。

     

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげま
す。
　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、修正した旨、修正前の事項及び修正後の事項を上記インター
ネット上の各ウェブサイトに掲載させていただきます。
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招集ご通知

インターネットによる議決権行使のご案内
　インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いただきますようお願い申し
あげます。

１．議決権行使ウェブサイトについて
　インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくこと
によってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net/

２．議決権行使の方法について
（１）パソコンをご利用の方

　上記アドレスにアクセスいただき、議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワー
ド」をご利用になり、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

（２）スマートフォンをご利用の方
　議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を読み
取りいただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権
行使ウェブサイトから議決権を行使できます。
　なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度QRコードを読み取り、議決権行
使書に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」を入力いただく必要があります。

３．議決権行使のお取扱いについて
（１）議決権の行使期限は、2024年４月23日（火曜日）午後７時までとなっておりますので、お早めの行使を

お願いいたします。

（２）書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な
議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットによって複数回数、又はパソコン・スマー
トフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱い
いたします。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金等）は、株主
様のご負担となります。

（４）パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利
用できない場合があります。

（注）QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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４．パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて
（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印鑑や暗証

番号同様、大切にお取扱いください。

（２）パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の場合は、
画面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
　本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
[電話]0120（652）031（受付時間 9：00~21：00）

以　上
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ライブ配信及び事前ご質問受付に関するご案内

　第14回定時株主総会（以下「本総会」といいます。）の模様は、2024年４月24日（水曜日）午前10時から
「Zoomウェビナー」でライブ配信（以下「本ライブ配信」といいます。）いたします。
　また、本総会に関する報告事項及び決議事項につきまして、株主様から事前にご質問をお受けいたします。

１．本ライブ配信のご視聴及び事前質問の方法について
　本ライブ配信のご視聴をご希望の株主様は、以下に記載のお申込み期限までに、お申込みフォームからお申
込みください。また、当該お申込みフォームにご質問のご記入欄がございますので、ご質問についてはそちら
にご記入ください。

　お申込みフォーム：
　https://forms.gle/ryuuo9Xjgh94hZPTA

　本ライブ配信のご視聴お申込み及びご質問受付の期限：
　2024年4月22日（月曜日）午後７時まで

　なお、理由の如何を問わず、期限を過ぎた後のお申込み及びご質問はお受けいたしかねますので、必ず期限
までのお申込みをお願いいたします。
　当社にて、株主様確認ができたお申込者に対し、お申込みフォームにご入力いただいたメールアドレス宛に
本ライブ配信のご視聴用のURLをご案内いたします。当該URLよりアクセスしてご視聴ください。

２．ご注意事項
（１）本ライブ配信はあくまでご視聴のみであり、議決権の行使、ご質問、動議等を承ることはできません。議

決権の行使につきましてはあらかじめインターネット又は郵送（書面）にてお手続きくださいますようお
願い申しあげます。

（２）株主様のプライバシーに配慮し、議長席の周辺のみの撮影といたします。
（３）当社は、株主様による本ライブ配信のご視聴を保証するものではございません。株主様のご使用のパソコ

ン、スマートフォン等の機器の環境、インターネットの接続環境等の影響により、ご視聴ができない場合
や映像や音声に不具合が生じる場合がございます。なお、ご視聴のために必要な環境につきましては、
Zoomのヘルプセンター（https://support.zoom.us/hc/ja/articles/201362023）にてご確認くださ
い。

（４）本ライブ配信をご視聴いただく際の通信料金等は、株主様のご負担となります。
（５）株主様からいただきました事前ご質問のうち、多くの株主様のご関心が高いものについて、株主総会当日

にご回答させていただく予定です。なお、いただいたご質問すべてについてご回答することをお約束する
ものではありませんので、あらかじめご了承願います。

以　上
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当事業年度の事業の状況

(2023年 2 月 1 日から
2024年 1 月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当社の事業領域である人材・就職支援業界においては、2023年12月の有効求人倍率が1.27
倍（前年同月は1.36倍。厚生労働省調査）、完全失業率が2.4％（前年同月は2.5％。総務省
統計局調査）を記録しております。有効求人倍率は若干の低下傾向にあるものの雇用環境は依
然として売り手市場にあり、多くの業種・職種で人手不足の状況が続いております。また、株
式会社リクルートが発表している「就職プロセス調査（2024年卒）」においては、2024年
３ 月 大 学 等 卒 業 予 定 者 の 就 職 内 定 状 況 は 、 当 該 大 学 等 卒 業 予 定 者 の 就 職 内 定 率 が
95.1％（2023年12月１日時点。前年同月は94.0％）と、前年度に引き続き高い水準となっ
ております。2023年５月には政府により新型コロナウイルスの感染症法上の分類が引き下げ
られ社会全体が経済活動を後押しする体制となり、また、事業のDX化推進に伴うIT人材に対
する企業需要の高まりやジョブ型採用の広がりなどにより市場全体の雇用環境や企業の採用戦
略も総じてポジティブな状況にあり、特に専門性が高く優秀な人材に対する企業の需要は引き
続き堅調に推移しております。
　このような事業環境の中、当社は引き続き積極的な顧客開拓及び顧客単価の向上を目指した
施策を展開しております。顧客開拓に関しては、既存顧客の満足度をカスタマーサクセスの拡
充により高めることで継続率を向上させつつ、戦略的なマーケティング展開により新規顧客の
獲得を進め、取引企業数の拡大を図っております。顧客単価に関しては、従前から顧客のジョ
ブ型採用への移行を支援し、女性・理系採用特化商品などといった新商品を投入しておりまし
たが、顧客の採用課題を解決可能な商品ラインナップを拡充することにより顧客への提供価値
を最大化することで単価向上を図っております。このような地道な事業施策の展開によって、
キャリアプラットフォーム事業の成長性は着実に押し上げられてきております。
　当事業年度においては、人員体制の強化とマーケティングに重点投資を行い、特に上半期に
おいては従業員の採用活動や販売促進活動、広告宣伝といった投資活動を集中的に実施いたし
ました。その一方で、コロナ禍においては積極的に取り組むことができなかったリアルイベン
トを多数開催することにより会員数の拡大を図り、加えて、上記のような顧客開拓や顧客単価
に重点を置いた施策により新卒サービスにおける配信型商品であるスカウト機能の利用が顕著
に増加するなど顧客との取引ボリュームが拡大し収益性が向上いたしました。また、戦略的な
外部成長機会の観点から、株式会社Palettが発行する新株予約権の取得による投資を実行いた
しました。
　当社のキャリアプラットフォーム事業においては、「累積取引社数」及び「累積会員数」を
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当事業年度の事業の状況

重要な経営指標として定義しております。戦略的なマーケティング施策が奏功し、当事業年度
末におけるキャリアプラットフォーム事業の累積取引社数は893社（前期末から97社増）
に、また、累積会員数は525,064人（前期末から56,103人増）と、順調な伸長を継続してお
ります。
　以上の結果、当事業年度の売上高は1,842,042千円（前期比19.4％増）、営業利益は
406,936千円（前期比2.7％増）、経常利益は404,861千円（前期比2.3％増）、当期純利益
は300,621千円（前期比6.2％増）となっております。

② 設備投資の状況
　当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は7,882千円で、その主なも
のは器具備品の購入によるものであります。

③ 資金調達の状況
　当事業年度中に、当社の所要資金として、金融機関等より長期借入金として700,000千円の調達
を実施いたしました。

－ 7 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 第11期
(2021年１月期)

第12期
(2022年１月期)

第13期
(2023年１月期)

第14期
(当事業年度)
(2024年１月期)

売 上 高( 千 円 ) 868,432 1,144,334 1,543,162 1,842,042
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）( 千 円 ) △218,345 44,633 395,718 404,861
当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△）( 千 円 ) △235,828 79,388 283,043 300,621
１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損 失 （ △ ）

( 円 ) △183.88 61.37 212.01 222.24

総 資 産( 千 円 ) 728,047 786,734 1,107,858 1,910,263

純 資 産( 千 円 ) 298,063 386,830 740,002 1,044,987

１株当たり純資産( 円 ) 228.93 296.12 547.21 772.26

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注） 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第13期の期首から適
用しており、第13期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値になっており
ます。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。
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対処すべき課題、主要な事業内容

(4) 対処すべき課題
当社は、「全人類の能力を全面開花させ、世界を変える」ことをミッションステートメント

（経営理念）としてキャリアプラットフォーム事業を展開しております。また、以下を当社が大
切にしている５つの価値観（five values）と定義して、役職員全員が共有し日常の業務に臨んで
おります。

・Challenge
・Transparency
・Ownership
・Users First
・Respect

　当社は、人材ビジネス市場を事業領域としており、新卒学生向けキャリアプラットフォーム
「外資就活ドットコム」（新卒サービス）及び若手社会人向けリクルーティング・プラットフォ
ーム「Liiga」（中途サービス）の管理運営を通じたキャリアプラットフォーム事業を展開してお
ります。
　人材ビジネス市場、とりわけ新卒学生のリクルート市場においては、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により、企業の採用手法に関してWEBの積極的な活用が一気に進みましたが、
2023年５月の新型コロナウイルス感染症の感染症分類変更を契機に、就職活動イベントの積極
的な開催や対面による採用手法に回帰する傾向が高まってきております。また、2024年卒の新
卒学生の採用に関しては、採用予定人数を「増やす」と回答（株式会社マイナビ調べ「2024年
卒マイナビ企業新卒採用予定調査」）した企業の割合が約３割に上るなど、企業の採用意欲は引
き続き堅調に推移しております。
　当社は、このような経営環境下においては、優秀な新卒学生の採用を企業間で競争する状況が
促進され企業側が採用予算を多く確保する必要性が生じ、当社のサービスを展開していくにあた
ってもポジティブな材料になるものと考えております。
　以上を踏まえまして、当社が対処すべき主な課題は以下の項目と認識しております。
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対処すべき課題、主要な事業内容

① 当社が提供するサービスの拡張及びコンテンツの充実
　当社は、キャリアプラットフォーム事業の領域において「外資就活ドットコム」及び
「Liiga」を展開しております。これらのプラットフォームは、学生や若手社会人の就職活動・
転職活動支援やキャリアアップ支援を目的としている一方、募集企業等においては、学生や若
手社会人にアプローチするための場としての機能も備えております。会員である学生・若手社
会人に対しより一層のバリューを提供していくため、また、募集企業等に対し一人でも多くの
優秀な人材と出会うことができる場であるため、当社は、「外資就活ドットコム」及び
「Liiga」の継続的な拡張及びコンテンツの一層の充実が重要な経営課題であると認識しており
ます。
　当社は、このような経営課題に対応するため、システム開発やマーケティング等に必要な経
営資源を確保してまいります。また、プロダクトの変革を従来以上のスピード感で取り組む必
要があると考え、迅速な経営判断及び事業判断を目的として、2024年２月１日付で、新設分
割によりLiiga株式会社を設立し、「Liiga」を含む中途採用プラットフォーム事業を承継いたし
ました。今後は当社グループ全体として、様々な新しいサービスやコンテンツをこれらのプラ
ットフォーム内で展開してまいります。

② 「外資就活ドットコム」及び「Liiga」の認知度の向上
　当社は、当社の事業規模拡大のためには、当社が管理運営する「外資就活ドットコム」及び
「Liiga」のさらなる認知度の向上が必要不可欠であると考えておりますが、「外資就活ドット
コム」及び「Liiga」の会員数は、大手の同業他社のサービスと比較しても、まだまだ拡大の余
地があるものと認識しております。
　当事業年度は、新卒サービスの領域においては、従来から実施してきたオンライン企業説明
会の開催に加え、オフラインイベントについても強化し、様々なテーマに沿ったイベントを全
国各地で展開してまいりました。また、中途サービスの領域においては、新規顧客の獲得を通
じた認知度の向上に注力してまいりました。
　当社では今後インターネット広告を中心としたPR活動を効果的に実施するとともに、より多
くのユーザーが当社の運営サイトに集まる体制の整備を進め、「外資就活ドットコム」及び
「Liiga」の認知度の向上に積極的に取り組んでまいります。
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対処すべき課題、主要な事業内容

③ 優秀な人材の確保及び人材育成
　当社は、今後のさらなる事業拡大を目指すうえで、システムの開発部門及び営業部門等にお
ける優秀な人材の確保及びその人材の育成が重要な課題であると認識しております。
　人材の確保については、引き続き中途採用活動を実施し、当社のミッションステートメント
に共感を持つ人材の採用を行ってまいります。人材の育成については、採用した人材のモチベ
ーションを向上させる人事諸制度の構築を行うことで、最大限の実力を発揮できる組織体制の
強化及び最適な人員配置を実施してまいります。

④ 社内管理体制の強化
　当社は、今後のさらなる事業拡大のため、積極的な採用等により役職員を増加させていく方
針ですが、組織規模の拡大に応じたさらなる社内管理体制の強化・充実が必要不可欠でありま
す。そのため、管理部門の補強やシステムの強化を引き続き実施してまいります。

⑤ 技術革新への対応
　当社が展開する事業の属する人材ビジネス市場は、近年の急速な技術革新の恩恵を受け、多
角的なサービスが生まれ続けております。当社は、技術革新は今後も不可逆的に進行すると考
えており、会員ファーストを念頭に置いた新サービスの展開を常に検討しております。今後の
事業展開においても、こうした技術革新への積極的な対応は当社事業の成長に不可欠であり、
最新の技術動向のフォロー、役職員への教育等を通じて、会員のニーズにマッチしたサービス
の開発を継続してまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

キ ャ リ ア プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 「外資就活ドットコム」（新卒サービス）「Liiga」（中途サ
ービス）の管理運営等

(5) 主要な事業内容（2024年１月31日現在）
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主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

本 社 東京都港区

(6) 主要な営業所（2024年１月31日現在）

事 業 区 分 使 用 人 数 前事業年度末比増減

キ ャ リ ア プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 66 （8）名 12名増 （3名増）

合 計 66 （8）名 12名増 （3名増）

(7) 使用人の状況（2024年１月31日現在）

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時
雇用者（派遣社員等）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借　　　入　　　先 借　入　金　残　高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 163,315千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 127,500千円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 104,174千円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100,000千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 85,000千円

(8) 主要な借入先の状況（2024年１月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、2024年２月１日を効力発生日として、当社の中途採用プラットフォーム事業に関す
る権利義務について、会社分割（簡易新設分割）により新たに設立する当社100％出資の子会社
Liiga株式会社に承継いたしました。
　また、当社は、2024年３月11日開催の取締役会において、株式会社ログリオの株式を取得
し、同社を連結子会社とすることを決定し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。
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株式の状況

２. 株式の状況（2024年１月31日現在）
⑴ 発行可能株式総数 4,000,000株
⑵ 発行済株式の総数 1,359,400株（うち自己株式6,245株）

⑶ 株主数 809名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

音 成 　 洋 介 670千株 49.5％

音 成 　 恵 里 134 9.9

株 式 会 社 S B I 証 券 57 4.2

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 40 3.0
Ｎ Ｏ Ｍ Ｕ Ｒ Ａ  Ｐ Ｂ  Ｎ Ｏ Ｍ Ｉ Ｎ Ｅ Ｅ Ｓ
Ｌ Ｉ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｄ  Ｏ Ｍ Ｎ Ｉ Ｂ Ｕ Ｓ -
M A R G I N ( C A S H P B )

26 1.9

楽 天 証 券 株 式 会 社 21 1.6

佐 藤 　 幸 太 21 1.6

R E  F U N D  1 0 7 - C L I E N T  A C 20 1.5

田 畑 　 昇 人 20 1.5

宮 崎 　 羅 貴 17 1.3

　(注) 新株予約権の行使により、発行済株式の総数は3,000株増加しております。

⑷ 大株主

（注）持株比率は自己株式（6,245株）を控除して計算しております。

⑸　当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。
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新株予約権等の状況

名 称 第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2018年４月27日

新 株 予 約 権 の 数 10個　
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 1,000株
(新株予約権１個につき 100株)　

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 110,000円
(１株当たり 1,100円)　

権 利 行 使 期 間 2020年４月28日から
2028年４月27日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２、３

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役
を 除 く ）

－

社外取締役
新株予約権の数 10個
目的となる株式数 1,000株
保有者数 1名　

監 査 役 －

３. 新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況

(注) １. 新株予約権者は権利行使時において、当社又は当社子会社（関係会社）の取締役、監査役又は従業員
の地位にあることを要する。

２. 新株予約権の相続はこれを認めない。
３. その他権利行使の条件は、別途当社と新株予約権者との間で締結する「株式会社ハウテレビジョン第

2回新株予約権割当契約書」に従う。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 音　成　洋　介

取 締 役 清　水　伸太郎

取 締 役 池　内　淳　志

取 締 役 赤　池　敦　史

シーヴィーシー・アジア・パシフィック・ジャパン株式
会社　代表取締役　日本共同代表　マネージングパート
ナー
株式会社りらく　社外取締役
株式会社ココナラ　社外取締役
株式会社ファイントゥディ　社外取締役
株式会社トライグループ　社外取締役
ELEPHANT DESIGN HOLDINGS株式会社　社外取締役

常 勤 監 査 役 澁　谷　年　史

監 査 役 森　下　俊　光 株式会社UNBALANCE　取締役CFO
チャットプラス株式会社　社外取締役

監 査 役 小　栗　久　典 弁護士法人内田・鮫島法律事務所　パートナー
Kudan株式会社　社外取締役（監査等委員）

４. 会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2024年１月31日現在）

（注）１. 取締役赤池敦史氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役澁谷年史氏、監査役森下俊光氏及び監査役小栗久典氏は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役澁谷年史氏は、事業会社での経営職経験のほか、米国での弁護士資格を有するなど高度な

人格と専門的な法律知識を有しております。
４. 監査役森下俊光氏は、公認会計士として培われた高度な人格と財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。
５. 監査役小栗久典氏は、弁護士として培われた高度な人格と専門的な法律知識を有しております。
６. 当社は、社外取締役赤池敦史氏並びに社外監査役澁谷年史氏、森下俊光氏及び小栗久典氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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会社役員の状況

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社と、社外取締役及び各社外監査役は、職務の執行にあたり期待される役割を十分に発揮す
ることを目的として、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額としております。
　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役又は社外監査役が責任の原因となった
職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

(3) 補償契約の内容の概要
　当社は、取締役音成洋介氏、清水伸太郎氏、池内淳志氏及び赤池敦史氏並びに監査役澁谷年史
氏、森下俊光氏及び小栗久典氏との間で、会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を締結
しており、同項第１号の費用及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償す
ることとしております。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、取締役及び監査役が過大な損害賠償責任を負うことで経営判断に際して萎縮すること
のないよう、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結しております。
　当該保険契約では、株主や第三者等から損害賠償請求がなされた場合において、被保険者が負
担することになる損害賠償金・争訟費用等について填補することとされています。ただし、法令
違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の
免責事由があります。
　当該保険契約は、当社の取締役及び監査役を被保険者としており、その実質的な保険料につい
ては、当社が全額負担をしております。
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会社役員の状況

(5) 取締役及び監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社の報酬は、固定報酬とインセンティブとしての譲渡制限付株式報酬で構成されており、
次のとおりであります。なお、業績連動報酬は設けておりません。

ａ．固定報酬について
　取締役の固定報酬額は、株主総会にて決定する報酬総額の限度内でこれを決定しておりま
す。個別の報酬額の決定方針としては、当社の業績、事業環境、当該取締役の役割や職責、
業界水準等を総合的に勘案して、事前に取締役会にて各取締役に対する評価、報酬決定の背
景等を説明した上で、取締役会から委任を受けた代表取締役社長音成洋介が決定する手続き
となっております。代表取締役に委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役
の担当職務について評価を行うには代表取締役が最も適していると判断したためでありま
す。
　なお、取締役の報酬限度額は、2019年１月15日開催の臨時株主総会にて年額200,000千
円以内（うち社外取締役分年額50,000千円以内。また、使用人兼務取締役の使用人分給与
を含む。）と決議されております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、５名（うち、
社外取締役は２名）であります。
　監査役の固定報酬額は、株主総会にて決定する報酬総額の限度内で、各監査役の業務分担
等を勘案し、監査役の協議により決定しております。経営に対する独立性の強化を目的とし
ているため固定報酬以外の報酬はありません。なお、監査役の報酬限度額は、2019年１月
15日開催の臨時株主総会にて年額50,000千円以内（うち社外監査役分年額50,000千円以
内。）と決議されております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名であります。
　なお、当社は、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定に関与する
委員会は存在しません。
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会社役員の状況

区 分 報 酬 等 の 総 額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数基本報酬 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

111,709千円
（1,200）

104,327千円
（1,200）

7,382千円
（－）

4名
（1）

監 査 役
（うち社外監査役）

11,400
（11,400）

11,400
（11,400）

－
（－）

3
（3）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

123,109
（12,600）

115,727
（12,600）

7,382
（－）

7
（4）

ｂ．譲渡制限付株式報酬について
　当社は、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するととも
に、取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、2020年４月28日
開催の第10回定時株主総会において、従来の取締役の報酬等とは別枠として、当社の取締
役（社外取締役を除く）に対し、譲渡制限付株式報酬の導入を決議しております。また、譲
渡制限付株式の割当のための金銭報酬債権の総額は年額50,000千円以内として決議してお
ります。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、４名（うち、社外取締役は１名）であり
ます。

② 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．上記の非金銭報酬等は、取締役（社外取締役を除く）２名に対する譲渡制限付株式報酬に係る当事

業年度の費用計上額7,382千円であります。

③ 当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

④ 社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

区 分 出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 赤 池 　 敦 史

当事業年度に開催された取締役会19回のうち17回に出席いたしまし
た。会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、経営全般の
観点から、監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保
するための適切な役割を果たしております。

監査役 澁 谷 　 年 史

当事業年度に開催された取締役会19回、監査役会15回のすべてに出席
いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、常勤監査役と
しての立場から、経営全般に関する事項や監査役監査、また企業法務の
観点から適宜発言を行っております。

監査役 森 下 　 俊 光

当事業年度に開催された取締役会19回のうち16回に、監査役会15回の
すべてに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、
主に財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見地から適宜発言
を行っております。

監査役 小 栗 　 久 典

当事業年度に開催された取締役会19回のうち17回に、監査役会15回の
すべてに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、
主に法務面等に関し、弁護士としての専門的見地から適宜発言を行って
おります。

(6) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役赤池敦史氏は、シーヴィーシー・アジア・パシフィック・ジャパン株式会社代表取締
役日本共同代表マネージングパートナー、株式会社りらく社外取締役、株式会社ココナラ社
外取締役、株式会社ファイントゥディ社外取締役、株式会社トライグループ社外取締役及び
ELEPHANT DESIGN HOLDINGS株式会社社外取締役であります。当社と各兼職先との間に
は特別の関係はありません。

・監査役森下俊光氏は、株式会社UNBALANCE取締役CFO及びチャットプラス株式会社社外
取締役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役小栗久典氏は、弁護士法人内田・鮫島法律事務所パートナー及びKudan株式会社社外
取締役（監査等委員）であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

区 分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24,000千円

５. 会計監査人の状況
(1) 名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、会計監査人を解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針

６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ　経営理念及び行動指針の主旨徹底を図ることにより、役職員のコンプライアンス意識の
醸成及び向上に努めるものとする。

ｂ　役職員は、法令、定款、株主総会決議、取締役会決議及び社内規程等の定めに従い、職
務を執行するものとする。

ｃ　社外取締役及び社外監査役を設置して、取締役の職務執行に対する牽制並びに監督機能
の向上を図り、コーポレート・ガバナンスの充実に努めるものとする。

ｄ　内部監査を徹底して、使用人の法令、定款及び社内規程等の遵守状況を確認し、必要に
応じて是正を講ずるものとする。

ｅ　内部通報制度を設けるほか、コンプライアンスに関する教育研修を実施して、コンプラ
イアンス体制の充実に努めるものとする。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
議事録、稟議書及び職務執行に係る重要な情報が記載されたその他の文書等は、法令及び
文書管理規程等に基づき、電磁的記録又は文書により、秘密保持に万全を期して保存すると
ともに、適時に閲覧できるよう検索性の高い状態での管理に努めるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ　経営や業績に大きな影響を及ぼす恐れのあるリスクについて、その発生を未然防止する
ために取締役会及び経営会議に報告のうえ対応を協議するものとする。

ｂ　リスク管理規程を整備して、不測の事態に迅速に対応できる体制を整備するものとす
る。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ　取締役会を毎月１回定期に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、取締役の職務執
行を監督するものとする。

ｂ　取締役は、取締役会で決定した経営の基本方針等の下に職務執行するとともに、その執
行状況を取締役会に報告するものとする。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針

ｃ　業務分掌規程、職務権限規程及び稟議規程等を定め、業務執行の責任体制と業務プロセ
スを明確にすることにより、取締役会の決定に基づく職務執行について、迅速かつ効率
的な処理が行える体制を構築するものとする。

ｄ　経営会議により予実管理を徹底するほか、役職員が経営情報を可能な限り共有すること
で、取締役の職務執行の効率性及び実効性の向上を図るものとする。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、その職務を補助すべき
使用人を置くものとする。

⑥ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項

ａ　監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役より監査業務に必要な指示を受けた場合に
その指示に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。

ｂ　監査役の職務を補助すべき使用人の任命、異動等の決定については、監査役の事前の同
意を得るものとし、人事考課については、監査役の意見を考慮して行うものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを受けないことを確保するための体制

ａ　監査役は、取締役会へ出席するほか、必要に応じて経営会議及びその他の重要な会議に
出席して、又はその議事録等を閲覧するものとする。

ｂ　取締役及び使用人は、監査役から報告を求められた場合は、必要な報告及び情報提供を
適切に行うものとする。

ｃ　取締役及び使用人は、経営や業績に大きな影響を及ぼす恐れのある事項や重大な法令又
は定款違反並びにその他不正行為に関する事項を予見し、又は発見した場合は、直ちに
監査役に報告するものとする。

ｄ　取締役及び使用人が、監査役へ報告したことを理由とする不利な取扱い及び報復行為等
を禁止するものとする。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払等を当社に対して請求した場合は、当
該請求に係る費用等が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や
かにこれを処理するものとする。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ　監査役は、監査役監査の実効性を確保するために、代表取締役社長、取締役、内部監査
責任者及びその他重要な使用人等と必要に応じて意見交換するほか、代表取締役社長に
対して監査役監査の体制整備等を要請することができるものとする。

ｂ　経営会議及びその他の重要な会議の開催にあたり、監査役が出席する機会を設けるもの
とする。

ｃ　監査役、内部監査責任者及び監査法人との連携体制の整備に協力するものとする。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた体制
ａ　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で対応
し、一切の関係を持たないことを基本方針とする。

ｂ　取引開始に際して、取引先の反社会性を検証するものとする。
ｃ　取引先に反社会性が確認された場合は、速やかに取引を解消するものとする。
ｄ　平素から、法律顧問及び警察等の外部専門機関と連携して情報収集に努めるとともに、
有事における対応体制を整備するものとする。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制
ａ　経理業務に係る規程等を整備するとともに、金融商品取引法及びその他の関係法令等を
遵守して、財務報告の信頼性を確保するための体制の充実を図るものとする。

ｂ　内部監査による継続的なモニタリングにより、財務報告に係る内部統制の整備及び運用
状況を把握並びに評価して、必要に応じて是正するものとする。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
① 取締役の職務執行
　当社は、「取締役会規程」に基づき、原則として月１回の取締役会を開催し、法令又は定
款に定められた事項及び経営上の重要な事項の決議を行うとともに、取締役の職務執行の監
督を行っております。また、１名の社外取締役を選任し、取締役会における当社取締役の職
務執行の監督機能を強化しております。
　なお、当事業年度においては、取締役会を19回開催しております。

② 監査役会の監査
　監査役会を構成する監査役３名は、株主総会、取締役会に出席するほか、監査計画に基づ
く重要書類の閲覧、役職員への質問等の監査手続を通じて、経営に対する適正な監視を行っ
ております。また、内部監査担当者及び会計監査人と緊密な連携を取り、監査の実効性と効
率性の向上に努めております。
　なお、当事業年度においては、監査役会を15回開催しております。

③ コンプライアンス体制の強化・推進
　当社は、当社が社会的信頼を確保しさらなる発展を遂げるためには、全社的なコンプライ
アンス体制の強化・推進が必要不可欠であると認識しております。そこで、「コンプライア
ンス規程」を制定し、その周知徹底と遵守を全役職員に図っております。また、法令違反そ
の他のコンプライアンスに関する社内相談・報告体制として、内部通報制度の整備を引き続
き行っております。

７. 会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他　

1,559,775

1,424,959

90,661

4,302

38,721

2,508

△1,379

350,487

92,175

70,265

21,910

124,834

114,696

10,138

133,478

20,000

78,970

32,348

2,159　

（負　 債　 の　 部）
流 動 負 債 449,777
1 年 内 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金 173,212

未 払 金 64,059
未 払 費 用 30,919
未 払 法 人 税 等 75,184
未 払 消 費 税 等 29,218
契 約 負 債 70,273
預 り 金 6,351
そ の 他 557

固 定 負 債 415,498
長 期 借 入 金 406,777
資 産 除 去 債 務 8,721

負 債 合 計 865,276
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,044,987
資 本 金 70,610
資 本 剰 余 金 464,886
資 本 準 備 金 265,748
そ の 他 資 本 剰 余 金 199,137

利 益 剰 余 金 510,384
そ の 他 利 益 剰 余 金 510,384
繰 越 利 益 剰 余 金 510,384

自 己 株 式 △894
純 資 産 合 計 1,044,987

資 産 合 計 1,910,263 負 債 純 資 産 合 計 1,910,263

貸　借　対　照　表
（2024年１月31日現在）

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2023年 2 月 1 日から
2024年 1 月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 1,842,042
売 上 原 価 344,877
売 上 総 利 益 1,497,165
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,090,229
営 業 利 益 406,936
営 業 外 収 益

受 取 利 息 9
固 定 資 産 売 却 益 99
雑 収 入 776
そ の 他 1 886

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,960 2,960

経 常 利 益 404,861
税 引 前 当 期 純 利 益 404,861
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 116,073
法 人 税 等 調 整 額 △11,833 104,240
当 期 純 利 益 300,621

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2023年 2 月 1 日から
2024年 1 月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰　余　金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 67,765 262,902 199,137 462,040 209,763 209,763

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 2,845 2,845 2,845

当 期 純 利 益 300,621 300,621

自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 2,845 2,845 － 2,845 300,621 300,621

当 期 末 残 高 70,610 265,748 199,137 464,886 510,384 510,384

株主資本
新株予約権 純資産

合　計自己株式 株主資本
合　　計

当 期 首 残 高 △375 739,193 808 740,002

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 5,691 5,691

当 期 純 利 益 300,621 300,621

自 己 株 式 の 取 得 △519 △519 △519
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 ) △808 △808

当 期 変 動 額 合 計 △519 305,793 △808 304,984

当 期 末 残 高 △894 1,044,987 － 1,044,987

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

・その他有価証券（市場価格のない株式等）
移動平均法による原価法

② 棚卸資産
・貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法によって
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～18年
工具、器具及び備品 ３年～18年

② 無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３年）に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
　　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。
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個別注記表

(4) 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①　新卒サービス 掲載型サービスについては、キャリアプラットフォームに顧客企業情報の

掲載を行うサービスであり、顧客企業は掲載された期間にわたって便益を
享受するため、時の経過に応じて履行義務が充足されたとして、一定期間
にわたり収益を認識しております。配信型サービスについては、登録会員
に対しダイレクトメールやスカウトメッセージで直接アプローチする権限
を与えるサービスであり、配信時点で履行義務が充足されたとして、一時
点において収益を認識しております。

②　中途サービス 掲載型サービスについては、キャリアプラットフォームに顧客企業情報の
掲載を行うサービスであり、顧客企業は掲載された期間にわたって便益を
享受するため、時の経過に応じて履行義務が充足されたとして、一定期間
にわたり収益を認識しております。成功報酬型人材紹介サービスについて
は、紹介人材の入社時点で履行義務が充足されたものとして、一時点にお
いて収益を認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時
価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する
ことといたしました。これによる計算書類に与える影響はありません。
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個別注記表

貸借対照表計上額（千円）
有 形 固 定 資 産 92,175
無 形 固 定 資 産 124,834
合 計 217,009

３. 会計上の見積りに関する注記
(1) 固定資産の減損損失の認識の要否

①　計算書類に計上した金額

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　当社は、原則として、事業用資産については各事業拠点を基準としてグルーピングを行っており、共用
資産についてはより大きな単位により減損の判定を行っております。
　減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの
総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来
キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能
価額（正味売却価額又は使用価値のいずれかの高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失とし
て認識されます。
　また、資産グループにおける将来キャッシュ・フローの見積りは、過去における資産グループごとの営
業損益実績や翌期以降の利益計画等を基礎としています。翌期以降の利益計画については、採用市場にお
いて高い需要が継続し、当社サービスの需要が拡大していくとの仮定を含んでおります。なお、これらの
仮定は主要顧客が属する業界の経済状況や社会環境の変動等によって影響を受けることから高い不確実性
を伴い、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
　利益計画による将来キャッシュ・フローの見積りに使用した条件及び仮定に変更が生じ、業績に影響が
ある場合には、固定資産の減損損失が計上される可能性があります。
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個別注記表

有形固定資産の減価償却累計額 58,684千円

普通株式 1,359,400株

普通株式 6,245株

普通株式 1,200株

(2) 繰延税金資産の回収可能性
①　計算書類に計上した金額

繰延税金資産　32,348千円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社は将来減算一時差異に対して、翌期以降の利益計画に基づく３年間の課税所得の見積りに基づい
て、回収可能と判断した金額について繰延税金資産を計上しております。
　翌期以降の利益計画については、「(1) 固定資産の減損損失の認識の要否」の記載と同様の仮定を前提
としております。
　課税所得が生じる時期及び金額は、経済状況や社会環境の変動等によって影響を受ける可能性があり、
市場環境の悪化等により当初の見積りの見直しが必要となった場合、繰延税金資産を取り崩す可能性があ
ります。

４. 貸借対照表に関する注記

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

(3) 剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

(4) 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的とな
る株式の種類及び数
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貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 敷 金 78,970 77,806 △1,164

資 産 計 78,970 77,806 △1,164

(2) 長 期 借 入 金 　 ※ ２ (579,989) (580,037) (48)

負 債 計 (579,989) (580,037) (48)

６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社は、資金計画に基づき必要な資金は自己資金の充当又は銀行借入により調達しております。一時的
な余資は短期的な預金等に限定し、デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、社内の与信
管理等の規定に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸
念の早期把握や軽減を図っております。
　敷金は、オフィスの賃貸借契約に基づき預託したものであり、預託先の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては、必要に応じて担当部署がモニタリングを行い、財政状況等の悪化による回収
懸念の早期把握によりリスク低減を図っております。
　営業債務である未払金、未払費用及び未払消費税等は、流動性のリスクに晒されております。そのほと
んどが１年以内の支払期日であります。当該リスクに関しては、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更
新するとともに、手元流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。
　借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に事業投資に係る資
金調達であります。また、借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に資金繰計画を
作成する等の方法により管理しています。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2024年１月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、「現金及び預金」「売掛金」「短期借入金」「未払法人税等」及び「未払消費税等」について
は、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。

（単位：千円）

　　※１．負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
　　　２．１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。
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個別注記表

区　分
時　価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合計

(1) 敷 金 － 77,806 － 77,806

(2) 長 期 借 入 金 － (580,037) － (580,037)

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　該当事項はありません。

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
(1) 敷金

償還予定時期を合理的に見積り、将来キャッシュ・フローをリスクフリーレートで割り引いて算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。また、国債の利率がマイナスの場合は、割引率をゼロと
して時価を算定しております。

(2) 長期借入金
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって

おり、レベル２の時価に分類しております。
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繰延税金資産
減価償却費 21,584千円
未払事業税 8,675千円
株式報酬費用 6,545千円
その他 918千円
繰延税金資産小計 37,725千円
評価性引当額 3,016千円

繰延税金資産合計 34,708千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 2,359千円
繰延税金負債合計 2,359千円
繰延税金資産の純額 32,348千円

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８. リースにより使用する固定資産に関する注記
　重要性が乏しいため記載を省略しております。

９. 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。
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（単位：千円）
金額

新卒サービス 1,536,227
中途サービス 305,815
顧客との契約から生じる収益 1,842,042
その他の収益 －
外部顧客への売上高 1,842,042

金額
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 116,931
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 90,661
契約負債（期首残高） 78,733
契約負債（期末残高） 70,273

10. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しており
ます。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

　契約負債は、すべての履行義務を充足する前に顧客から受け取った前受金であり、収益の認識に伴
い取り崩されます。
　当事業年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、78,733千
円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社において、個別の契約が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義
務に関する情報の記載を省略しております。
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(1) １株当たりの純資産額 772円26銭
(2) １株当たりの当期純利益 222円24銭

11. １株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記
（簡易新設分割による子会社の設立）
　当社は、2024年２月１日付で、当社の中途採用プラットフォーム事業に関する権利義務について、簡易新
設分割（以下、「本新設分割」）により新たに設立した当社の完全子会社Liiga株式会社（以下、「新設会
社」）に承継いたしました。

(1) 本新設分割の目的
　中途採用プラットフォーム事業の今後の展開・拡大に向け、本新設分割により機動的かつ柔軟な事業戦
略の遂行を推進することを目的に行うものです。

(2) 本新設分割の要旨
①　本新設分割の日程

　新設分割計画承認取締役会決議日　：2024年１月15日
　分割期日（効力発生日）　　　　　：2024年２月１日

②　本新設分割の方式
　当社を分割会社とし、新設会社を承継会社とする簡易新設分割であり、新設会社は当社の100％子会
社となります。

③　本新設分割に係る割当ての内容
　新設会社は、本件分割に際して普通株式10,000株を発行し、そのすべてを当社に割当交付いたしま
す。

④　本新設分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に係る取扱い
　当社が発行済みの新株予約権について、本新設分割による変更はありません。また当社は新株予約権
付社債を発行しておりません。

⑤　本新設分割により増減する資本金
　本新設分割による当社の資本金の増減はありません。

⑥　新設会社が承継する権利義務
　新設会社は、本事業に関する資産、債務、契約その他の権利義務のうち本件新設分割計画において定
めるものを当社から承継します。

⑦　債務履行の見込み
　本新設分割の効力発生日後において、新設会社が負担すべき債務についてその履行の見込みに問題は
ないものと判断しております。
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分割会社
（2024年１月末時点） 新設会社

名称 株式会社ハウテレビジョン Liiga株式会社

所在地 東京都港区赤坂一丁目12番32号
アーク森ビル32F

東京都港区赤坂一丁目12番32号
アーク森ビル32F

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　音成　洋介 代表取締役　池内　淳志

事業内容 プラットフォーム運営事業 中途採用プラットフォーム事業

資本金 70,610千円 10,000千円

設立年月日 2010年２月９日 2024年２月１日

発行済株式数 1,359,400株 10,000株

決算期 １月31日 １月31日

大株主及び持株比率

音成　洋介  　　　　　　　49.51％
音成　恵里　　　　　　　　 9.90％
株 式 会 社 SBI 証 券  　　　　　 
4.24％

株式会社ハウテレビジョン　　100％

(3) 本件分割の当事者の概要

(4) 分割する事業部門の概要
①　分割する事業の事業内容

　中途採用プラットフォーム事業
②　分割する事業の経営成績

　売上高　305,815千円（2024年１月期）

(5) 実施する会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準
及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基
づき、共通支配下の取引等として会計処理を行っております。
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① 発行期日 2024年２月５日
② 発行する株式の種類及び数 当社普通株式　9,000株
③ 発行価額 １株につき金2,888円
④ 発行価額の総額 25,992,000円
⑤ 資本組入額 １株につき金1,444円
⑥ 資本組入額の総額 12,996,000円
⑦ 募集又は割当方法 特定譲渡制限付株式を割当てる方法
⑧ 出資の履行方法 金銭報酬債権の現物出資による
⑨ 割当対象者及びその人数

並びに割当株式数
当社の取締役（※）２名　6,800株
当社の執行役員　　１名　2,200株
　※　社外取締役を除く。

⑩ 譲渡制限期間 2024年２月５日～2027年１月期に係る
定時株主総会の終結の時

（譲渡制限付株式としての新株式の発行）
　当社は、2024年１月15日開催の取締役会において、譲渡制限付株式としての新株式の発行を行うことを決
議し、2024年２月５日に払込手続が完了いたしました。

(1) 発行の目的及び理由
　当社は、2020年４月28日開催の第10回定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除きま
す。以下同じ。）を対象とする報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度を導入することを決議しており
ます。
　本譲渡制限付株式としての新株式の発行は、当社の取締役、執行役員及び従業員（以下「割当対象
者」）に対して当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与する
と共に、割当対象者が株主の皆さまと一層の価値共有を進めることを目的としております。

(2) 発行の概要
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　　被取得企業の名称 株式会社ログリオ
　　事業の内容 採用代行サービス（RPO）

（自己株式の消却）
　当社は、2024年１月15日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行
うことを決議し、2024年２月５日付で自己株式の消却を実施いたしました。

(1) 自己株式の消却を行う理由　　　資本効率の向上を図るため
(2) 消却した株式の種類　　　　　　当社普通株式
(3) 消却した株式の総数　　　　　　6,245株
　　　　　　　　　　　　　　　（消却前の発行済株式総数（自己株式を含む）に対する割合　0.5％)
(4) 消却後の発行済株式総数　　　　1,362,155株
(5) 消却日　　　　　　　　　　　　2024年２月５日

（取得による企業結合）
　当社は、2024年３月11日開催の取締役会において、株式会社ログリオの株式を取得し、同社を連結子会社
とすることを決定し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

(1) 企業結合の概要
①　被取得企業の名称及びその事業の内容

②　企業結合を行う主な理由
　当社グループは、新卒向け「外資就活ドットコム」と中途向け「Liiga（リーガ）」の２つのプロダク
トを基点にキャリアプラットフォーム事業を展開してまいりましたが、近年はユーザー及びクライアン
ト企業のエンジニア職に対する需要の高さを受けて、同領域の拡大に注力しております。
　株式会社ログリオは、エンジニア採用代行（RPO）領域において、高品質なサービスを提供してお
り、LAPRAS株式会社が主催する「LAPRAS SCOUT AWARD 2022」ではRPO賞を受賞しておりま
す。
　今回の株式会社ログリオの完全子会社化により、当社グループにおけるエンジニア採用支援事業を強
化し、ユーザー及びクライアント企業に対し高付加価値なサービスを提供するとともに、持続的な企業
価値の向上を目指してまいります。

③　企業結合日
　2024年４月１日（予定）
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　　取得の対価　現金 230,000千円
　　取得原価 230,000千円

④　企業結合の法的形式
　現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称
　結合後企業の名称に変更はありません。

⑥　取得する議決権比率
　100％

⑦　取得する企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得する予定であることによるものであります。

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等　14,000千円
なお、一部が未確定であるため、暫定的な金額であります。

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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取締役会決議日 2024年３月11日
債権者異議申述最終期日 2024年４月18日（予定）
株主総会決議日 2024年４月24日（予定）
効力発生日 2024年４月24日（予定）

（資本金の額の減少）
　当社は、2024年３月11日開催の取締役会において、2024年４月24日開催の第14回定時株主総会に資本
期の額の減少について付議することを決議いたしました。

(1) 資本金の額の減少の目的
　今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保することを目的として、会社法第447条第1項の規定に基づ
き、資本金の額の減少を行うものであります。

(2) 資本金の額の減少の方法
　払戻を行わない無償減資とし、発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみを減少し、減少する資
本金の額73,606,500円の全額をその他資本剰余金に振り替えます。

(3) 減少する資本金の額、減少する発行済株式数
　2024年３月11日現在の資本金の額83,606,500円のうち73,606,500円を減少して10,000,000円と
いたします。
　なお、当社が発行している新株予約権が、減資の効力発生日までに行使された場合、資本金の額及び減
少後の資本金の額が変動いたします。
　また、本件による発行済株式総数に変更はありません。

(4) 資本金の額の減少の日程
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独立監査人の監査報告書
2024年３月19日

株式会社ハウテレビジョン
　取締役会　御中　　　　

有限責任監査法人トーマツ
　　　東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉原　伸太朗
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 歌 　 健 至

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ハウテレビジョンの2023年2月

１日から2024年１月31日までの第14期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか

会計監査報告
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検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
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会計監査報告

象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年２月１日から2024年１月31日までの第14期事業年度における取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査担当者その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況
を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１
項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしまし
た。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年３月21日
株式会社ハウテレビジョン　監査役会
常勤社外監査役 澁 谷 年 史 ㊞
社 外 監 査 役 森 下 俊 光 ㊞
社 外 監 査 役 小 栗 久 典 ㊞

　
以　上
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議案及び参考事項

候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
おと

音
 

　
 

　
なり

成
 

　
 

　
よう

洋
 

　
 

　
すけ

介
(1980年８月27日)

    2006年    4 月 バークレイズ・キャピタル証券東京支店
（現　バークレイズ証券株式会社）入社

    2007年    5 月 アドバンテッジパートナーズ有限責任
事業組合（現　株式会社アドバンテッ
ジパートナーズ）入社

    2010年    2 月 当社設立　代表取締役社長（現任）

670,000株

２
し

清
 

　
 

　
みず

水
 

　
 

　
しん

伸
 

 
た

太
 

 
ろう

郎
（1983年１月１日）

    2005年    4 月 ゴールドマン・サックス・ジャパン・
ホールディングス有限会社入社（ゴー
ルドマン・サックス・アセット・マネ
ジメント株式会社出向）

    2011年    2 月 UBS証券会社東京支店（現　UBS証券
株式会社）入社

    2013年    4 月 ピムコジャパンリミテッド入社
    2018年    6 月 アーディアン・ジャパン株式会社入社
    2020年    4 月 セキュリア株式会社設立　代表取締役

社長（現任）
    2020年    5 月 当社入社　執行役員社長室室長
    2021年    2 月 当社執行役員コーポレート本部長

2021年４月 当社取締役（現任）
2024年２月 Liiga株式会社　取締役（現任）

9,500株

株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 取締役４名選任の件
　取締役４名（うち社外取締役１名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして
は、新たに取締役４名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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議案及び参考事項

候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
いけ

池
 

　
 

　
うち

内
 

　
 

　
あつ

淳
 

　
 

　
し

志
（1984年１月26日）

2006年４月 レイス株式会社入社
2013年８月 株式会社Speee入社
2017年８月 Pomalo株式会社入社
2019年２月 当社入社
2021年３月 当社執行役員事業開発部長
2021年10月 当社執行役員事業本部長
2022年４月 当社取締役（現任）
2024年２月 Liiga株式会社　代表取締役社長（現

任）

7,000株

４
あか

赤
 

　
 

　
いけ

池
 

　
 

　
あつ

敦
 

　
 

　
し

史
(1972年３月30日)

    1999年    7 月 プライスウォーターハウスクーパース
（米国ニュージャージー州）入社

    2000年    4 月 マッキンゼー・アンド・カンパニー・
インク・ジャパン入社

    2002年    4 月 アドバンテッジパートナーズ有限責任
事業組合（現　株式会社アドバンテッ
ジパートナーズ）入社

    2015年    4 月 シーヴィーシー・アジア・パシフィッ
ク・ジャパン株式会社　代表取締役社
長パートナー（現　代表取締役日本共
同代表マネージングパートナー）（現
任）

    2017年    5 月 当社社外取締役（現任）
    2017年    12月 株式会社りらく　社外取締役（現任）
    2018年    8 月 株式会社ココナラ　社外取締役（現任）

2021年７月 株式会社ファイントゥディ資生堂（現　
株式会社ファイントゥデイ）　社外取締
役（現任）

2021年11月 株式会社トライグループ　社外取締役
（現任）

2021年11月 ELEPHANT DESIGN HOLDINGS株式
会社　社外取締役（現任）

－株

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．各候補者の所有する当社の株式数は、当期末（2024年１月31日）現在の株式数を記載しておりま

す。
３. 取締役候補者音成洋介氏は、当社の大株主であり親会社等に該当します。
４. 赤池敦史氏は、社外取締役候補者であります。
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議案及び参考事項

５. 赤池敦史氏は、現在シーヴィーシー・アジア・パシフィック・ジャパン株式会社の代表取締役日本共
同代表マネージングパートナーを務めており、豊富な経営経験及び長年にわたるファンドマネージャ
ーとしての実績を有しております。これまで社外取締役として当社の経営全般に関する有益な助言及
び提言を行ってきた実績も踏まえ、当社は同氏が社外取締役として適任であると判断し、引き続き社
外取締役候補者とするものです。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をも
って６年11ヶ月となります。

６. 当社は、赤池敦史氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425
条第１項に定める最低責任限度額としており、同氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を
継続する予定であります。

７. 当社は、赤池敦史氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任
が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

８．当社は、音成洋介氏、清水伸太郎氏、池内淳志氏及び赤池敦史氏との間で、会社法第430条の２第１
項に規定する補償契約を締結しております。当該補償契約では、同項第１号の費用及び同項第２号の
損失を法令の定める範囲内において当社が補償することとしております。当社は、本議案が原案通り
承認され、現任の取締役である各候補者が就任した場合には、各候補者との間の上記補償契約を継続
する予定であります。

９．当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し
ております。本議案が原案通り承認され、各候補者が就任した場合には、各候補者は当該保険契約の
被保険者となります。当該保険契約では、株主や第三者等から損害賠償請求がなされた場合におい
て、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等について填補することとされています。
ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないな
ど、一定の免責事由があります。保険料は特約部分も含め当社が全額負担しており、被保険者の保険
料負担はありません。なお、当社は、次回更新時に当該保険契約を同様の内容で更新する予定であり
ます。
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議案及び参考事項

第２号議案 資本金の額の減少の件
１．資本金の額の減少の理由
　今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保することを目的として、会社法第447条第1項の規定
に基づき、資本金の額を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたく存じます。なお、本件は純資産
の部における科目間の振替処理であり当社の純資産額の変動はございません。
　資本金の額の減少の内容は以下のとおりです。

２．資本金の額の減少の内容
（１）減少する資本金の額

　2024年３月11日現在の資本金の額83,606,500円のうち73,606,500円を減少して
10,000,000円といたします。
　なお、当社が発行している新株予約権が、減資の効力発生日までに行使された場合、資本
金の額及び減少後の資本金の額が変動いたします。

（２）資本金の額の減少の方法
　払戻を行わない無償減資とし、発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみを減少
し、減少する資本金の額73,606,500円の全額をその他資本剰余金に振り替えます。

（３）資本金の額の減少が効力を生ずる日
　　2024年４月24日（予定）

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場：東京都港区赤坂一丁目12番32号
アーク森ビル　32階　本社会議室

電話：03-6427-2862

交通

・東京メトロ南北線「六本木一丁目」駅　3番出口より徒歩約3分
・東京メトロ銀座線「溜池山王」駅　　　13番出口より徒歩約5分
・東京メトロ千代田線「赤坂」東京メトロ日比谷線「神谷町」東京
メトロ丸ノ内線、千代田線「国会議事堂前」　各駅より徒歩約10分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

溜池

ホテル
オークラ

泉ガーデンタワー

サントリー
ホール

アーク
ヒルズ

アークヒルズ
フロントタワー

アーク森ビル
32階

アークヒルズ
サウスタワー

六本木
二丁目

ANAインター
コンチネンタル
ホテル東京

アメリカ
大使館

六本
木通
り

首都
高速

東京
メト
ロ 
南北
線

溜池山王

六
本
木
一
丁
目

東京メトロ
銀座線

３番出口

溜池山王
13番出口

※駐車場・駐輪場はご用意しておりませんので、お車等でのご来場はご遠慮
くださいますようお願い申しあげます。
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